

















































































































５）O. Tead and H. G. Metcalf, Personnel Administration：Its Principle and Practice, 1920.
高田琴三郎監訳『人事管理』厳松堂、1950年（1933年第３版の邦訳）。
６）初版（1920）では「序論」で論じられている。


































































































































































16） AT ＆ T 傘下にあったウェスタン・エレクトリック・カンパニーのホーソン工場で行われた実験（1924-1933）、いわゆるホー
ソン・リサーチに基づいたメイヨーやレスリスバーガーらによる一連の研究（『調査報告書』1934年、F. J. Roethislisberger 
and W. J. Dickson, Management and the Worker, Harvard University Press, 1939）。







19）  F.J.Roethlisberger,“Human Relations：Rare, Medium, Well － Done,”Harvard Business Review, January 1948, in Man －
in － Organization, Harvard University  , 1968, p.78.　バーナードも「協働の科学を構想して『経営者の役割』を書いた。そ
の意味で決して実践論にとどまらないが，若き日のレスリバーガーの自信のほどが見てとれる。





































22）A. H. Maslow, Motivation and Personality, Harper ＆ Row, 1954. 小口忠彦監訳『人間性の心理学』産業能率大出版部、1971年。
23）D. McGregor, Leadership and Motivation, The M. I. T. Press,1966/
24）F. Herzberg , Work and the Nature of Man, Thomas,1966. 北野利信訳『仕事と人間性』東洋経済新報社、1978年。













































































































































































































































































































































































































































































































されていよう。この点を HRM 論者、とりわけ HRM からさらに SHRM を独立区分する論
者は、どのように定義し、説明しているのだろうか。両者は、PM から HRM にパラダイ
ムシフトした同じレベル（＝同次元）で、SHRM が HRM と異なったパラダイムのもとに
展開している研究なのだろうか。それとも、HRM の「戦略的展開」あるいは「高度化」
なのだろうか。さらに、素人ゆえの素朴すぎる疑問（戯言？）なのかもしれないが、








特に HRM と SHRM との違いがわかりにくい。もう少し追ってみよう。




























































に自己に適合した HRM（つまり SHRM）を求めるとも、逆に HRM が戦略を自己の研究
領域に主体的に取り込むともいえる。少なくとも、HRM は戦略適合性に対するイニシア
チブを未だ失っていない。
ここに現出する SHRM は、HRM の延長上での戦略的展開ないし HRM の高度化であり、
PM から HRM のようなパラダイム転換とは言い難いだろう。そこには、当然、人間観（従
業員観）の転換もない。HRM 研究において戦略的視座を強調したウォーカーやデバナは、
この意味での SHRM 論者であるが、ライトが彼らに依拠しないのも、この故である。こ
の点を論じる前に、HRM と SHRM の関係を次のように捉える田中の主張63）を検討しよう。
「SHRM は、HRM の特徴を引き継ぎながらも、新たな特徴を併せ持ちつつ展開している。










「SHRM は HRM と異なるか」との問い対して「Yes and No」と答えるのは言い得て妙だ。












































































RBV を基盤にした SHRM は、PM から HRM へのようなパラダイム転換であったかど
うかはともかく、確かに HRM からの「相当の跳躍」と言えるかもしれない。しかし、
SHRM 論者が RBV を受け止め違っていれば、あるいは、もし RBV の資源観に問題があ
れば、「相当の跳躍」という上記説明も失速してしまう。
前者に関して言えば、RBV の代表的論者のバーニーの所説を HR および HRM に適用
して SHRM の展開を試みるライトは、「人的資源（HR）こそが持続的競争優位の源泉」
と主張する。だが、バーニーは、「経営資源とは、企業の財務・物的・人的・組織資本の
68） B. Wernerfelt,“Resource-Based View of the Firm,”Strategic Management Journal, Vol. ５, 1984, pp.171-180.
69） C.K. Praharad and G. Hamel,“The Core Competence of the Corporation,”Harvard Business Review, May-June, 1990.
　　 G. Hamel and C.K. Praharad, Competing for the Future, Harvard Business School Press, 1994. 一條和生訳『コア・コンピタ
ンス経営』日本経済新聞社、1995年。
70） R. Grant, “Resource-Based Theory  of Competitive Advantage：implications  for  strategy  formulation, California 
Management Review,Spring,1991,pp.114-135.
　　 R. Grant, Contemporary Strategy Analysis（Sixth ed.）. 加藤公夫監訳『グラント　現代戦略分析』中央経済社、2008年、特
に第５章。































































業戦略によって、適合する HRM 施策が異なるという立場で、マイルズ＝スノウ（Miles ＝ Snow）の戦略論はこれに入る。
コンフィギュレーションナル・アプローチは個別 HRM 施策間の一貫性という内部適合を満たす「編成」、次いで企業戦略と
HRM 施策との適合（HRM に外的適合）を追求するアプローチで、アーサー（Arthur）などの主張である。
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